
   原油価格・物価高騰等対策に関する意見書 

 

 新型コロナウイルス感染症による国民生活や経済への影響が続く中、ロシアによる

ウクライナ侵略などの影響により、原油や穀物等の国際価格の上昇、農林水産物や原

材料等の安定供給の停滞など、国民生活に不安が生じている。 

 特に、原油価格・物価高騰等による生産コストの上昇に対して十分な価格転嫁が困

難な農林水産業、中小企業等においては、昨年度から極めて厳しい状況になっている。 

 国においても、今年３月の「原油価格高騰に対する緊急対策」に加え、４月26日に

は「コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」」を取りまとめ、直面す

る物価高騰による影響を緩和するため緊急かつ機動的に対応することとされている。

また、６月７日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2022」（骨太の方

針）においても、エネルギー安全保障及び食料安全保障の強化に取り組むこととされ

ている。 

しかしながら、原油価格・物価高騰等の鎮静化が見通せないことから、影響が長期に

わたることも懸念される。 

 よって、国におかれては、我が国の経済や国民生活に及ぼす影響を最小限にとどめ

るため、引き続き下記の事項について迅速かつ的確に対策を講じられるよう強く要望

する。 

記 

１ 原油等の価格動向とその影響を注視するとともに、状況の変化に応じて、迅速か

つ機動的な追加対策を講じること。 

２ 農林漁業者、運送業者、地域公共交通事業者、商工業者など、産業界全体に対す

る総合的な支援を確実に実施すること。 

３ 農林漁業者等の経営安定のため、肥料・資材価格高騰に対する恒久的な対策の創

設、配合飼料や燃油の価格高騰対策等の制度拡充を図ること。 

４ 運送業界の経営安定化のため、燃料費負担を軽減する補助支援制度及び高速道路

料金割引の更なる拡充を図ること。 

５ 脱炭素社会の実現に向けた、省エネルギー・再生可能エネルギー導入の更なる推

進を図ること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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